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Ａ 現状維持 　実施要領作成マニュアルの作成については、紙ベースだけではなく、経費削減の面からもＣＤ版冊子の作製や市ホームページに掲載す
るなどの工夫に努め、効率性を図る。全国瞬時警報システム（J-ALERT)の整備では、発注時期等を工夫する。
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　法定受託事務として、市として国民保護対策が義務付けられており、必要性は高い。

　国民保護法に基づき、伊賀市国民保護計画及び避難実施要領を定めるものであり、有効性は高い。

　平成１９年４月、伊賀市国民保護計画の策定がなされいるが、避難実施要領作成マニュアル、全国瞬時警報システム
（J-ALERT)の整備年度が本年度となっており、本年度末の状況による。

　国民保護計画については、冊子を少なくし伊賀市ホームページ等に掲載し、効率化を進めている。伊賀市国民保護協議
会については、伊賀市防災会議委員と同時開催する予定である。全国瞬時警報システム（J-ALERT）については、本年度
増設する、防災行政無線（デジタル同報系)増設工事と施工時期を同じくし、経費節減を図る。
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伊賀市国民保護計画に基づく避難実施要領の作成、全国瞬時警
報システム（J-ALERT）を導入することにより、武力攻撃事態、緊
急対処事態等に対応し、市民等の生命、財産等の確保に対する
対策が行える。

(千円)

運営主体

　
事 業 内 容 数量

49
300

　

（Ａ）

事業投入人員

進捗率
(％)

人

状
況
変
化
等

　

金  額

施　策

92

備
考

成果（どうなるのか）

事
業
内
容

294
96

3

開始年度 平成

事
業
目
的

基本計画該当頁

17

事
業
内
容

進
　
捗
　
状
　
況

年度

冊
20

1 式 3

(千円)
会議委員報酬
印刷製本費1 式 10

２次評価対象分

行革大綱の重点事項番号

事業種別 継続 単独 事業類型

　

　国民保護法等に基づき設置している「伊賀市国民保護協議
会」を開催し、避難実施要領作成マニュアルの作成、全国瞬時
警報システム（J-ALERT)の整備を図る。

平成１９年４月、伊賀市国民保護計画を策定。
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